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行政国家段階の政治・行政体制のあり方を主題とする
行政学においては，政治と行政の対抗関係が重視される
がゆえに，権力分立制の中核に「行政官僚制に対する議
会の優位」という概念が見出されてきた。「国家の諸作
用を性質に応じて立法・行政・司法というように区別
し，それを異なる機関に担当させるよう分離し，相互に
抑制と均衡を保たせる制度」１として伝統的に理解されて
きた，憲法学における権力分立原理と，行政学における
権力分立原理の決定的な相違点は，内閣とその下に置か
れる行政機関の活動の捉え方に求めることができる。す
なわち，executive（執政）作用・機関と administrative
（行政・執行・管理）作用・機関の相違を明確に認識し
たうえで，内閣による作用と国家行政組織による作用を
区別する視点を具備するのが行政学の立場であり，これ
に対して，このような視点を欠くのが憲法学の伝統的な
姿勢，ということである。
わが国の憲法学における「行政」概念は，内閣とその
下に置かれる行政機関の活動を一括するものとして構成
されてきた。このような憲法学の伝統的な議論は，任命
職の行政官から構成される官僚制に対する統制という問
題，換言するならば，選出勢力が非選出勢力に優位し，
前者が後者を従属させるという議院内閣制の本質を看過
してしまうという問題を胚胎するもの，という批判２を
回避する術を持たなかった３。行政各部に焦点を当てる
ことなく，内閣と行政各部を「行政権」の中で一括して
捉えてきた憲法学の特質は，しかしながら英米の憲法学
にも普遍的に確認されるものではなく，わが国固有の現
象であるということは，一般的な英米の憲法書を紐解け
ば明らかとなるであろう４。
権力分立という近代憲法の基本原理は，「自由」確保
のために権力の濫用を防止することを旨とするものであ
り，議院内閣制は権力分立原理と結合するものである
が，この結合のあり方が，例えばイギリスと日本とでは
大きく異なる様相を見せている。イギリスでは，政治と
＊＊鳴門教育大学社会系教育講座―２行政を抑制均衡という並列的関係で捉えるのではなく，
選出勢力と非選出勢力という２種類の勢力の優劣という
垂直的関係で捉え，政治による行政の一元的統制経路設
定を通じて，統治権力を民主勢力の掌中に完全に把握す
ることが図られている５。
これに対して，日本における議院内閣制は，垂直型で
はなく並列型の権力分立概念との結合を常とし続けてき
た。その結果，行政は，このような並列型権力分立原理
を防壁として政治勢力の浸透を防ぎつつ，行政に固有の
領域があることを主張してきたのであった６。
このような権力分立観に彩られてきたわが国である
が，１９９９年７月１６日に公布された「中央省庁等改革関連
法律」は，内閣法の改正をはじめとする１７件の内容によ
り構成されるものであり，これによって２００１年１月より
実施された中央省庁改革は，内閣機能の強化とそれを通
じた政治主導の強化を骨子とするものであった。内閣官
房の事務中に「企画及び立案」が付加され７，内閣によ
り任命される政治的任用職８が新設されることとなっ
た。さらに，１９９９年に成立した国会活性化法は，政務次
官の廃止と，それに代わる２２名の政務官ポストの新設，
政府委員の廃止，党首討論制導入を図るものであった。
これらの一連の改革案の背景に，我々は政治主導という
キーワードを看取することができる。そして，この政治
主導という概念が具体的に意味するものは，国会と行政
府・内閣との関係の変革にほかならない。
この改革の動きを促進したもの，それは，行政におけ
る政策立案や実施の構造の閉鎖性，硬直性に対する危機
感９であった。しかしながら，これまで「行政改革」と
名のつく改革は，悉く骨抜きされ，名ばかりの「改革」
に終始してきている。橋本行政改革にしても，１府２１省
庁から１府１２省庁体制への中央省庁再編と内閣機能の強
化，独立行政法人制度の発足を柱とする最終報告書の中
に，中間報告に盛られていた「郵貯の民営化準備・簡保
の民営化」が，郵政省と郵政族議員の猛反発から撤回さ
れていることが明らかである。
さらに，中央省庁の再編にしても，独禁法の監視人で５８―
麻 生 多 聞ある公正取引委員会を，郵政３事業（郵便・郵貯・簡保）
を独占する郵政事業庁を管轄する総務省の傘下におく，
ずさんな内容となっていたことは記憶に新しい１０。橋本
行革は，内閣機能の強化については一歩前進したと評価
されるものの，中央省庁再編については後退した面を有
することが指摘されているのである１１。
行政改革が不首尾な結果に終わった事例は，橋本行革
に限定されるものではない。行革は１９８１年に設置された
第２次臨時行政調査会から本格的に着手されたが，同臨
調における５次にわたる土光答申，８３年からの行財政改
革の基本方向を示した臨時行政改革推進審議会（土光行
革審），８７年からの第２次行革審，９０年からの第３次行
革審，９４年からの行政改革委員会（行革委）等，行政改
革推進のための第３者機関による審議を政府が促進して
きたにもかかわらず，その成果が芳しいものではないこ
とは論をまたない１２。そして，小泉政権による改革を例
にとってみても，その成果が乏しく中途半端な内容であ
ることは否定できないのである１３。
このような事態の要因を検討することが本稿の課題で
ある。日本国憲法下における権力構造モデルを基礎づけ
ている，権力分立をめぐる理論構造の現状を浮き彫りに
するとともに，これを批判的に再検討することが本稿の
目的である。
第１章 権力分立モデルにおける「行政」概念
１ 制度原理としての権力分立
２０世紀の経済学は，「完全競争下におけるパレート最
適の実現」という基本テーゼを維持しつつ，公共財の過
少供給，外部不経済の発生，情報の非対称や経路依存性
（path dependence）の存在など，「市場の失敗」に関す
る理論を量産した１４。経済自由市場の失敗を国家的に予
防・修復するという「積極国家」，「福祉国家」概念が，
現代立憲主義国家を「行政国家」化し，行政各部門の役
割を膨張せしめてきた現在，執政（政府）と行政各部門
を分離する視点の重要性は日増しに強まっていると考え
られる。積極国家化に必然であった行政組織の肥大，官
僚組織の自由裁量領域の拡大といった事態１５をマイナ
ス・イメージでとらえる観点から，行政各部門を独立し
て取り上げ，行政各部門に対する民主的コントロールを
貫徹するとともに，権限分配を捉えなおすことが，憲法
学の急務であると言わなければならない１６。
権力分立をめぐる憲法学のステレオタイプ的思考が，
「行政」概念を執政（executive），行政（administrative）
の２つの機関・作用に区分することなく，内閣とその下
に置かれている行政機関の活動を一括して「行政」と称
し，とらえてきたことの背景には，いかなる権力分立モ
デルが原理として機能してきたのであろうか。―２権力分立原理は，国家権力の作用たる統治権を３つの
構成要素に分離し，それらを分担する諸機関の間に抑
制・均衡等の諸観念を構成要素として見出すことによっ
て，国民の権利・自由を専制的支配から擁護しようとす
るものである。
この権力分立論の創始者として位置づけられるモンテ
スキューは，『法の精神』第１１編，「国政（la constitution）
との関係において政治的自由を形成する法律について」
第６章「イギリスの国政について」において，次のよう
な権力分立論を展開した。
「各国家には３種の権力（trios sortes de pouvoirs），
すなわち，立法権力，万民法に属する事項の執行権力お
よび公民法に属する事項の執行権力がある。君公または
役人（le prince ou le magistrat）は，立法権力（la puis-
sance legislative）によって一時的もしくは永続的に法
律を定め，また，すでに作られている法律を修正もしく
は廃止する。万民法に属する事項の執行権力（la puis-
sance executrice de l’ Etat）によって，彼は講和また
は戦争をし，外交使節を派遣または接受し，安全を確立
し，侵略を予防する。公民法に属する事項の執行権力に
よって，彼は犯罪を罰し，あるいは諸個人間の紛争を裁
く。この最後の権力を，人は裁判権力（la puissance de
jugar）と呼び，他の執行権力を人は単に国家の執行権
力（la puissance executrice）と呼ぶであろう」１７
一般国家学的な観点から類別された国家作用の分類に
基づき，モンテスキューは分類された国家作用の担当機
関の分離を説いている。「およそ権力を有する人間がそ
れを濫用することは万代不易の経験である」との立場よ
り，権力濫用の防止については単に権力をその作用の性
質に基づいて区分し，異なる機関に担当せしめるのみで
は不十分であるとし，「権力が権力を抑制する」ように
配置する必要があるという見解が示されているのであ
る１８。
ロック１９やハリントン２０，シドニー２１，スウィフト２２など
によって，１７世紀後半に既に説かれていた権力分立思想
は，「自由主義的な政治組織原理」としての性格をもつ
ものであったが，これを，人民の権利自由を保障するた
めの制限政体の原理として明確に定式化したのがモンテ
スキューであった２３。このモンテスキューによる古典的
権力分立モデル２４をめぐっては，解釈の対立が存在して
いる。とりわけ争点となったのは，モンテスキューの権
力分立モデルにおいて，３つの国家作用が完全なる分離
が意図されたものであったか否かという点であった。
この点をめぐっては，３つの国家作用を完全に分離
し，それを各機関に担当させることが構想されていたと
いう見解と，３つの作用の分離にあたっては完全なる分
離は意図されてはおらず，担当諸機関の相互作用による５９―
「権力分立原理の受容と展開」抑制が構想されていたという見解の対立が存在してき
た２５。
阪本昌成は，モンテスキューによる古典的モデルの構
造に関する解釈の対立を，「完全分離理論」と「相互作
用理論」の対立というイメージで整理してみせている。
すなわち，モンテスキューにおいては３作用の完全な分
離が意図されていたと解し，完全分離された各国家作用
を各機関に担当せしめるものと考える立場が「完全分離
理論」であり，これに対して，モンテスキューが機関を
分離したものの，３作用を完全に分離しようとはせず，
担当機関の相互作用による抑制を構想していたと解する
立場が「相互作用理論」である２６。
モンテスキューの権力分立論は，政治的自由の確保と
いう点から立法権と執行権の相互抑制の必要性を認めて
いる。立法作用について，２つの機関の関与を前提とす
るものであり，立法権の主たる関与と執行権の従たる関
与という形２７で，立法を相互作用領域として認識してい
る点から，モンテスキューによる古典的権力分立理論の
解釈に際しては「相互作用理論」を採るのが妥当である
ように思われる。
２ 権力分立理論の受容と展開
このようなモンテスキューによる古典的権力分立理論
は，大革命直後のフランスはもとより，ヨーロッパ諸国
において相次いで制定された成文憲法の基本原理として
受容されるとともに，他方で，大西洋を横断して北アメ
リカに広まり，独立宣言後の諸州の憲法や合衆国憲法の
制定に決定的ともいえる影響を与え，さらに太平洋の波
に乗ってアジア諸国にも及び，ついに世界を風靡したと
言われる２８。
それでは，わが国における権力分立論は，このような
古典的権力分立モデルをいかように受容し，そしてどの
ような展開を見せてきたであろうか。
わが国における権力分立論の出発点は，穂積八束によ
る権力分立論に見出すことができる。
政体原理として，「権力ノ統一シテ帰向スル所ハ君位
ニ在ル」２９という視点を打ち出した穂積の権力分立論の
特色は，次の内容から把握できる。
「権力分立ノ本義ハ国権ノ行動タル立法，行政，司法，
ノ３権ヲ分チ各々独立ノ機関ニ依リテ之ヲ行フノコトニ
存ス。之ヲ解シテ主権ヲ三分シテ其ノ統一ヲ失ハシムル
モノト為スハ謬レリ。国家主権ハ１ニシテ分ツヘカラス
円満ニシテ無限ナリ。而シテ唯一不分ニシテ円満無限ナ
ルノ統治主権ハ，自ラ憲法ヲ設ケテ其ノ行動ノ形式ヲ定
ム。立法権，行政権，司法権，ノ別ハコノ憲法ニ由リテ
始テ生スルノ国権行動ノ形式タリ」３０。
「全能ノ君主，自ラ憲法ヲ定メ，権力ノ行動ヲ分派ス，―２大権，立法権，司法権，ノ別アリ，議会政府裁判所ノ設
アリ，而シテ施政ノ中心ハ名実共に大権ニ存スルコト或
ハ之ヲ他ニ比シテ特色タラン」３１。
この内容から判明することは，穂積の権力分立論が「完
全分離理論」に与するものだということである。そして，
穂積以降の学説においても，完全分離理論の方向性が打
ち出されてきたことを確認することができる。たとえば
清宮四郎は，権力分立の要旨を「立法・行政・司法の各
権力を分離・独立させて，それぞれ異なる機関に担当せ
しめ，互いに他を抑制し，均衡を保つように仕組むとい
う点」に求める。複雑多岐にわたる国家の作用を，その
性質に応じて，立法・行政・司法の３つに区別し，それ
らを別個の機関の独立の権限として配分するとともに，
互いに抑制し，均衡を保たせることによって，国家の権
力を緩和し，もって権力の濫用を防ぎ，個人の自由を守
るのがその狙いであると説明されている３２。
穂積により展開されたこの立場においては，３権は憲
法上それぞれ対峙し，その間に優劣関係はなく，各々固
有の領域を保持するものとされる。したがって，ある権
力が他の権力の領域を侵すことは憲法違反の行為となる
点に特徴がある。
このような，所謂「３権鼎立型権力分立論」３３が戦前
に通説的地位を占めたわが国にあって，国家権力を３分
割する並列型の権力分立観が戦後においても国民主権下
の議院内閣制にデファクトに接ぎ木された３４ことによ
り，内閣制度の構成においてその並列型権力分立原理と
議院内閣制が結合を果たすことになったことが確認され
なければならない。すなわち，国家の統治機構を立法，
行政，司法に機械的に３分し，行政には固有の領域があ
ることが主張され，国会によるそのコントロールという
発想そのものが権力分立という憲法的価値の侵害にあた
ると看做されてきた訳である３５。わが国の官僚制におい
ては，政治と行政の関係は上下の指揮・服従の関係では
なく，水平的な分業関係として理解されるがゆえに，政
治と行政の組織的分離の必要性が主張されてきたのであ
った３６。そして，このような立場の理論的前提として，
モンテスキューによる古典的権力分立モデルをめぐる
「完全分離理論」が機能してきたことは言うまでもない
ところであろう。
しかし，阪本昌成が指摘するように，モンテスキュー
理論に忠実な形で権力分立制を説明するのであれば，「分
離・独立」されたのは担当機関であって各作用ではない
こと，「立法・行政・司法」は理論上の類別であって，
各機関の独立権限として分配された作用を指すのではな
いこと，それらに相互の連関がもたれるよう作用の活動
形式が工夫されていること，だからこそ，初めて機関間
の抑制・均衡のメカニズムがもたらされること，以上の６０―
麻 生 多 聞点に留意した形で理解されなければならないこととな
る３７。にもかかわらず，わが国の権力分立論が「完全分
離理論」を前提とするかぎり，完全分離構造の中で各機
関はどのように抑制しあうのかという問題点を検討する
視座の必要性が認識されることのないまま，その学的営
為を展開せざるを得なかったのであった。
しかし，憲法典に立ち戻れば，権力分立規定において
国会を「国権の最高機関」と位置づけ，行政権の担い手
たる内閣の対国会責任が明記されていることに気づかな
いわけにはいかない。明治憲法下では，帝国議会は天皇
の立法権に「協賛」する権能しか有しなかったのに対し，
日本国憲法は国会の地位・権能を強化し，それを憲法４１
条における「国権の最高機関」というテクストによって
確認している。このような議会優位型の議院内閣制が憲
法上明確に規定されているにもかかわらず，権力分立論
に関する並列型形式的権力分立観がその勢力を喪失せず
に受容され展開しえたのであろうか。次節においては，
このような観点からの検討を試みたいと思う。
３ 「国権の最高機関」の意味内容
憲法４１条において，国会は「国権の最高機関」の地位
にあることが明記されている。しかし，「国権の最高機
関」の意味内容は明確ではなく３８，そのためこの概念規
定をめぐって学説の対立，すなわち，統括機関説と政治
的美称説の対立状況がある。
統括機関説は，伝統的な国家法人説を前提として論理
展開を行う立場である。「国権」に国家の意思力という
意味内容を充填し，これを発動する主体たる国家諸機関
の中に，常に国権を統括する機関が存在しなければなら
ないことを確認するこの立場は，明治憲法体制における
統治権の総攬者として国権統括の任にあたっていた天皇
の地位を確認するとともに，日本国憲法下では国会がそ
の地位に立つものと考える。つまり，常に国権を統括す
る最高機関の存在を不可欠と考え，憲法４１条の「国権の
最高機関」とは国会が国権を統括する機関であることを
意味するものと解し，それゆえに内閣，裁判所といった
他の国家機関は，この最高機関たる国会の下位にあると
し，国権の発動については国会の意思に従わなければな
らないと説く立場である。
この統括機関説に対しては，憲法４１条により国会に認
められる具体的な統括作用が不明であるうえに，統括作
用も憲法の規定に反して行うことができないとしている
ところからすれば，憲法上の国会の諸機能を統括作用と
呼んでいるにすぎず，「最高機関」の具体的意味を明ら
かにするものではないという批判がある。これに応え
て，「新統括機関説」は，国会の最高機関性が国民主権
の統治構造への直接的反映であることから，権力分立原
則と調和的に把握されるべきではなく，後者に対する優―２位性を法的に理論づける方向で考えなければならないと
し，したがって，憲法の明文規定に積極的に反しないか
ぎり，つとめて国会優位の権限関係を他の国家機関との
間に見出すことが要求されていると説く。
この学説の立場を前提とするならば，内閣，裁判所に
よる国会のコントロールは国民主権の要請に沿う方向に
おいてのみ憲法上容認されるにすぎず，したがって，内
閣による衆議院解散は憲法６９条の場合に限定され，裁判
所による違憲立法審査権も司法作用の枠内で考えなけれ
ばならないとされる３９。
政治的美称説は，国会が諸々の国家機関の中で主権者
たる国民についで高い地位にあり，国民に代わって国政
全般にわたり強い発言力を有すべきものであると観念
し，「最高機関」とは特殊な法律的意味を有する言葉で
はなく，国民を代表し，国政の中心に位置する重要な機
関であるという点に着目して国会に付与した政治的美称
であると解する立場である。
この学説は次の諸点を根拠としている。すなわち，国
会は主権者でも統治権の総攬者でもなく，その意味で他
の機関に当然に優越する地位にあるわけでもない，ま
た，主権者たる国民に従属する地位にあると考えられる
点。内閣も裁判所もそれぞれ行政および司法の分野にお
いて最高機関であり，国会はそれらを具体的に指揮・監
督する権限をもたないし，内閣も裁判所もそれに服すべ
き義務を与えられていないと考えられる点。そして，国
会の召集や衆議院の解散などから明らかなように，国会
の活動は他の国家機関から完全に独立して行われるわけ
ではなく，また裁判所の違憲立法審査権に服すものとし
て，国会の意思決定が常に最高であり終局的であるわけ
でもないと考えられる点，以上である。
この２説の折衷的な立場として，総合調整機能説があ
る。この学説は，政治的美称説に対して，国会の最高機
関性の取り上げ方に問題があると批判し，それを主権者
たる国民との関係においてではなく他の国家機関との関
係において問題にすべきであると主張するものである。
他方，権力分立制を導入している日本国憲法において
は，国会の最高機関性を明治憲法下の統治権の総攬者と
同義に解することの問題性を指摘し，統括機関説からも
距離を置くのであるが，しかしながら国会の最高機関性
は政治的美称にとどまるものではありえず，国会に付与
されている諸々の権限の範囲と性質から，国会の最高機
関性に積極的な意味を与えようとする。すなわち，憲法
改正発議権，立法権，条約承認権，財政監督権，国勢調
査権，内閣総理大臣指名権，内閣不信任決議権，弾劾裁
判所設置権，議員の自律的権限などが国会に付与されて
いることを考慮するならば，国会の最高機関性に政治的
美称にとどまる意味しか認めない立場はその不合理性を
否定できないとするのである。６１―
「権力分立原理の受容と展開」この立場において国会に対し認められる，「国権の最
高機関性」は「総合調整機能」を有する機関という意味
内容を充填され，統括機関説，政治的美称説の双方から
距離をおきながら，独自の解釈を展開する内容となって
いる。この学説を前提とするならば，国会が主権者国民
の直接代表機関であることから，いずれの国家機関に属
するか不明である権限は国会が有するものとの推定をう
けることとなる訳である。
そもそも，日本国憲法の規定における国会の「最高機
関」性の背景には，マッカーサー草案において，国務大
臣の任命を国会の輔弼・協賛にかからしめる思想が存在
していたという事情がある。さらに，憲法第３章に関わ
る事件以外について裁判所の憲法判断を国会が覆す可能
性もマッカーサー草案は認めていたのであったが，この
ような観点から国会の最高機関性が観念されていたこと
が確認されなければならない。最終的にこれらの規定は
削除され，最高機関という文言のみが憲法典に残された
ため，このような曖昧さが残されたのである４０。
このような経緯を考慮するならば，当初のような意味
で国会の最高機関性を観念することは困難であるが，そ
れならば，いずれの学説に立つことが適切と考えられる
であろうか。
憲法制定当初においては，国会の最高機関性を法的意
味において捉える統括機関説が有力であったが，国会の
国勢調査権の恣意的発動の根拠としてこの学説が機能す
るに至って批判的検討の対象となり，また，国民主権・
権力分立原理の観点から理論的に問題であると考えられ
るようになった。そこで政治的美称説が通説の地位を占
めるようになるのであるが，この通説となった政治的美
称説を批判する見地から総合調整機能説が登場すること
となった。
ここでまず検討されるべきは，国民主権・国民代表制
を統治組織における第１原理とみるか，あるいは権力分
立を第１原理とみるか，という点でなければならないの
であるが，日本国憲法においては，国民主権・国民代表
制が統治組織の第１原理であるといわざるをえない国民
主権は国家権力の国内における帰属を規定し，その行使
においてよるべき意思とよるべき目的とを定めるもので
あるのに対して，権力分立はその原則の下で諸々の機能
がいかに配分されるかを規定する原理にすぎないからで
ある４１。したがって，この国民主権原理に積極的な意味
を認めず，権力分立のうちにそれを解消する政治的美称
説には問題があるといわざるをえない４２。
この文脈において，国会の最高機関性を論じる際に
は，民主的正統性にこそその最高機関性の根拠が求めら
れるべきであろう。国民主権原理の下で主権者から直接
に選挙されるのは３権を司る国家機関の中では国会だけ
であること，すなわち，国会こそが国民主権下において―２唯一，民主的正統性を有する代表機関であることを，そ
の根拠とすることが求められるべきと考えられる４３。し
たがって，このような論法から導かれる結論としては，
統括機関説，政治的美称説，総合調整機能説のいずれに
も与することなく，主権者から直接選出されて民主的正
統性を有するがゆえに，主権者の委任に応えて主権行使
を実現するうえで最高の責任を有すると考え，そこから
国会の最高機関性をイメージする立場こそが妥当である
と考えられるべきであろう４４。
憲法４１条に規定された，国権の最高機関性をめぐる解
釈については，憲法においていかなる組織・権能の具体
化が予定されているかという視点から検討がなされる必
要がある。憲法４１条における「国権の最高機関性」の規
定は，国家諸機関の権能および相互関係を解釈する際の
解釈準則となるものであり，国民主権原理を起点としつ
つ権力分立の構造を規定するものと考えなければならな
いのである。
４ 憲法６５条における「行政」概念の再検討
権力分立をめぐる解釈を検討する際には，国家作用の
正確な把握が不可欠である。にもかかわらず，伝統的な
権力分立論は，立法権・司法権以外の国家作用の実像を
厳密に描き出すことを怠ってきた。
伝統的な憲法学においては，行政権の内容をめぐる解
釈について，「国家の作用のうち立法と司法を除いた残
余の作用である」とする，いわゆる行政控除説が通説の
地位を占めてきた４５。この立場が通説たりえてきたこと
の背景には，広範な行政作用を余すところなく捉えるこ
とが可能，という面のみならず，行政の積極的定義の困
難性といった実利的存在理由のほかに，歴史的な文脈に
おける，「行政」の出自，すなわち，元来は君主に一元
的に帰属していた統治権から立法と司法権が分化独立
し，君主に行政作用が残されたという経緯が呼吸してい
たことはいうまでもない。
しかしながら，行政控除説のごとき消極的な定義では
行政権の内容は具体化されないままであるし，さらに行
政国家現象の肥大化を促進するのみという批判を回避す
ることはできない。この立場によって，行政国家的な現
実が規範化され，さらにその促進が促されることになる
との批判が向けられている。
控除説は「行政」概念が専制国家における官房学に由
来することを看過するものであり，立憲制または権力分
立制以前の行政概念や，また，立憲制を否認する国家に
おける行政概念を説明できないという問題点も指摘され
るところである。
さらには，モンテスキューにより観念された権力分立
という概念がそもそも厳格な権限の分離を基礎とするも
のではなく，１つの権限を複数の機関が分有することを６２―
麻 生 多 聞意味するものであったことを想起するならば，一般統治
権から立法権と司法権を控除すれば行政権が残される，
という等式の妥当性は根底から崩れることになるだろ
う４６。このような問題意識から，憲法により規定される
行政権の内容を具体的に明らかにしていこうという試み
が９０年代に登場するに至ったのである。
ここで，憲法６５条をめぐる新たな解釈の試みを２つ取
り上げてみたい。
第１に，執政権説である。行政の意味としては，「執
政」「行政」「業務」という３つの作用が含まれていると
の前提に立ち，憲法６５条において内閣に配分されている
「行政権」は「執政権」であると解する立場が執政権説
である４７。
執政権説は，日本国憲法の英文テクストにおいて，６５
条は「Executive Power（執政権）は内閣に属する」，６６
条３項は「内閣は，in the exercise of executive power
（執政権の行使について），国会に対し連帯して責任を
負ふ」と表記され，７２条は「内閣総理大臣は，…various
administrative branches（行政各部）を指揮監督する」
と表現されていること，また，７３条柱書きが「内閣は，
general administrative functions（一般的行政作用）の
外，左の functionを行ふ」と述べたうえで，その１号
において「法律を誠実に administer（執行・管理）」す
ることをあげていることに着目し，このことから，内閣
が法律の執行機関ではない執政機関であることを前提と
していると考え，日本国憲法が「執政／行政」の区別を
明確に意識するものであると主張するものである。
ここでいう「執政」とは，政治（一定の基本方針の下
に特定の人物・組織の利益の極大化を目指す活動）過程
を統治（国家が国家目的を一元的に実現するために，ルー
ルに従って行う権力的支配）の過程に移行させるため
に，全体としての行政機関を統轄し，行政機関が法律を
誠実に執行しているかどうか監督する作用であるとされ
る。したがって，内閣は法律の執行機関ではなく執政機
関であるということになる。この執政権説の立場からす
れば，内閣とそのもとにある行政機関が一体として行政
府と捉えられ，それらの権限を執行権と捉える立場は内
閣権限の正確な分析を困難ならしめる誤った解釈である
とされる。
それでは，この執政権説によれば内閣の執政権はいか
なる具体的内容をもつことになるのだろうか。阪本昌成
によれば，憲法上，内閣は国政の大綱・施政方針の決定，
行政運営体制の確立，公共目的の設定と優先順位の決
定，行政各部の督励と指揮監督，法律案の策定，予算・
政令等の決定，行政各部の政策や企画の承認，行政各部
の総合調整，国事行為に対する助言と承認，国家的レベ
ルの危機管理等々を決定する機関であるということにな
る４８。―２憲法６５条をめぐる解釈として，第２に法律執行権説を
取り上げてみたい。執政権説とは対照的に，６５条におけ
る行政権をあくまで法律＝国会制定法の執行権に限定す
る立場が法律執行権説である。浦田一郎は，緊急権など
憲法の個別の規定に根拠をもたない行政府の活動が「行
政」として正当化される可能性を排除する見地から，憲
法６５条における「行政権」は，あくまでも内閣の「一般
的・基本的権限」を規定したものにすぎないこと，した
がって，それは「法律の執行」という狭い意味において
理解されるべきであると主張する４９。
高橋和之は，権力分立原理の目的を法の支配の保障に
求め，作用としての「立法」権，「行政」権が国民との
関係においてあらわれるという立場から，主権者たる国
民を直接代表する国会が中心的な国家機関になることを
確認する。国家作用のうちから，司法と行政を除外した
残りの作用をすべて立法と解釈する高橋は，立法作用こ
そ控除説的に理解されなければならないとし，したがっ
て，行政作用については法律の執行と理解されることと
なる。行政権の行為のすべてに法律の根拠がなければな
らないと主張する高橋は，内閣を含む行政機関が法律の
根拠を提示しえない行為を行う可能性を排除するのであ
る５０。
ここで注意しなければならないのは，この法律執行権
説があくまでも憲法６５条の「行政権」を対象とする点で
あり，内閣の執政的権能を，憲法６５条から導き出すこと
を封じる点にその目的をおくということであり，換言す
るならば，憲法６５条以外の根拠，たとえば，「国務の総
理」を内閣の職務として規定する憲法７３条１号根拠とし
て，内閣の政治的リーダーシップを是認する考えや，あ
るいは国会が制定する法律を根拠として内閣の政治的
リーダーシップを正当化することまで封じる意図を持つ
ものではないという点である。行政を法律の執行と捉え
るという法律執行権説について，「内閣に政治のイニシ
ャチブを否定することではない」とする高橋和之は，「現
実に国政の中心となるのは内閣なのであり，内閣の積極
的なイニシャチブなしには，好ましい国政運用は成り立
たない」５１と述べているし，高橋以外の法律執行権説支
持者たちも，内閣の執政権的機能を憲法６５条から導き出
すことを封じるのみで，憲法６５条以外の根拠によって内
閣の政治的リーダーシップを是認する姿勢を示している
のである５２。以上の点から導き出せる結論としては，執
政権説も法律執行権説も，内閣の政治的主導性をめぐる
考えについては大きな差異がないということである。こ
のように考えるならば，憲法を全体的な構造として捉え
る場合，内閣の位置づけをめぐって，憲法は本来，内閣
の政治的主導性を予定しているという帰結が導き出され
ることとなる。
本稿第３章において検討された，国会の最高機関性と６３―
「権力分立原理の受容と展開」いう観念と，本章で検討された，統治構造における内閣
の位置づけをめぐる憲法の想定との調和が実現されるの
は，議院内閣制という制度の枠組においてである。この
制度の運用をめぐって，本稿第３章において検討された
「国会の最高機関性」がいかように実現すべきか，とい
う問題については，国会があくまで国政の基本方針の決
定にあたるものとし，内閣は国政の基本方針決定や，行
政各部の総合調整を一切認められないという形で「国会
の最高機関性」を実現しようという立場は，近年の憲法
学界において市民権を獲得するものではなかった。内閣
による統治を認め，それを国会がコントロールするとい
う方向性が，ここに強く打ち出されていることが明らか
である。
このような方向性を選択し，内閣機能の強化を図るた
めには，何が必要であろうか。自民党の有力政治家が閣
外から政策決定過程に大きな影響力を行使する，政府と
与党の二重支配構造是正を目的として，与党による事前
審査を廃止するなどの提言が憲法学から打ち出されてき
たところであり，また，行政改革を通じて，省庁の統合，
内閣府設置などによる首相補佐機構の強化，政務次官に
代わる政治任用職としての副大臣・政務官の設置，国会
における政府委員制度の廃止，閣議における首相の基本
政策発議権の明文化など，様々な処方箋が実行に移され
てきたことは承知のとおりである５３。
しかし，行政府によって実質的に簒奪された権能を国
会に取り戻し，行政府に対する国会のコントロールを実
質化することによって，行政国家の克服を図ろうという
このような方向性とは異なる議論が唱えられるに至っ
た。行政府の長たる首相を直接国民が選挙することによ
って民主的コントロールを実現しようとする立場，それ
が首相公選論である。この主張は果たして有効な処方箋
たりうるのであろうか。
５ 首相公選論の検討
現代憲法学が，行政府によって実質的に簒奪された諸
権能を国会に取り戻し，行政府に対する国会のコント
ロールを実質化することによって行政国家を克服しよう
としてきたのに対し，首相公選論は，行政府の長である
首相を直接国民が選ぶことによって，民主的な行政を実
現しようとする主張である５４。
しかし，これを導入するためには憲法の改正が必要で
ある。首相の指名に関する６７条のみを改正すればよいと
いうものでもなく，内閣に関する憲法第５章の大幅な改
定が必要となる。議会との関係についても手直しが必要
であるし，本稿が着目したい点として，憲法４１条におけ
る国会の「国権の最高機関」性との関係も問題となるは
ずである。首相の公選という制度からすれば，首相は国
会とは別の存立基盤をもつこととなり，そもそも議院内―２閣制の諸原則の維持も困難となる。
このような前提を踏まえつつ，なぜ首相公選論が議論
されるのかといえば，それは直接選挙された首相が強力
な権力基盤を持つことになり，ひいては内閣のリーダー
シップ強化につながるという期待ゆえであろう。しか
し，政党が現在の議院内閣制のもとで果たしている役
割，すなわち，国民の意見を反映し，集約しながら政治
の方向づけを行い，しかもそれを国政のリーダーの候補
とワンセットで提示するという役割を分断するものとし
て，首相公選論は理解される必要がある５５。異なる権力
基盤を有する議会との関係が希薄化し，政党システムの
瓦解につながることは，イスラエルの事例５６をみても明
らかなところであろう。議院内閣制においては，首相な
いし内閣を支える堅固な議会多数派が存在しなければ，
国政の円滑な運営が困難であるし，首相公選制のもとで
こうした堅固な議会多数派を獲得することは非常に困難
であると思われる５７。
本来，議院内閣制という制度においては，権力は首相
に集中し，一元的支配制度が確立するはずであり，議院
内閣制は権力集中のシステムであると考えられてきた。
議院内閣制は首相が行政府と立法府を支配できる制度で
あり，議会との衝突を頻繁に生む大統領制よりも安定性
が大きく，政策遂行も容易なはずである。にもかかわら
ず，日本の議院内閣制は権力集中に失敗し，その原因と
して，与党の組織構造の問題，具体的には，政府の政策
決定過程と党３役や閣僚人事に党組織や派閥が過剰に介
入するシステムの制度化が指摘されるところである。橋
本行革により，首相の権限はかなり強化されたとはい
え，内閣法を根拠として連帯して責任を負う内閣におけ
る各閣僚は，それぞれ閣議に対して議案提出権をもつな
ど自主性を強く認められている。各閣僚が派閥を背景に
相当強い権限をもつという特異な内閣の実態が浮かび上
がってくるのである５８。
このような政治の問題点の解決に首相公選制が有効な
処方箋たりうるか，という点については，先に指摘した
制度的な問題点，すなわち，首相の属する党派と議会多
数派の党派の食い違いを生んでしまうという点に加え
て，首相公選制の導入により利権分配型の政治システム
が促進されることになることが憂慮されるところである
し，与党自民党の体質，政策決定プロセスの変革を経ず
に首相の選出方のみを変えたとしても，問題が解決する
とは考えられない。したがって，首相公選論は議院内閣
制よりも有用な制度であるということは困難である。む
しろ，政策決定のプロセスを与党と政府に二元的に設定
するシステムを見直し，政策決定を政府に一元化するこ
とが不可欠であるし，さらには長期的な展望として，日
本の政治運営における利益集団のコーポラティズム的な
組織，行動様式を変えていくことが必要であろう５９。首６４―
麻 生 多 聞相公選論の前提には，憲法が規定する議院内閣制のもと
では首相のリーダーシップが十分に発揮されえないとの
判断があると思われるが，首相のリーダーシップについ
ては，議院内閣制そのものが阻害要因なのか，あるい，
制度それ自体の問題ではなく，運用において機能不全に
陥っていることが問題なのかを区別することが必要であ
る。首相公選制は，それが失敗に終わったときのリスク
が大きく，したがって，議院内閣制の機能不全要因を解
明し，それを除去することによって，議院内閣制が憲法
の想定している形で運用されるようにするという筋道の
方が合理的であろう。現行の議院内閣制のもとで，首相
公選論の目的とすることは十分実現可能であるという認
識こそが必要な所以である。
１ 芦部信喜『憲法・第３版』岩波書店（２００２）２６１頁。
２ 例えば，上田健介「イギリス内閣制度と首相」法学
論叢１４７巻４号（２０００）１２２頁。
３ 参照，西尾勝「議院内閣制と官僚制」公法研究５７号
（１９９５），２９頁。しかし，西尾によるこのクレーム
から１０年を経て，憲法学界においても，国民―政
党―国会―内閣―行政官僚制の全体を視野に入
れた，しかも個別の具体的な制度改革提言まで含
む，多様な議論の応酬と蓄積が見られるようにな
ってきた。参照，赤坂正浩「内閣機能の強化と首
相公選論」赤坂正浩・井上典之・大沢秀介・工藤
達朗『ファーストステップ憲法』（有斐閣，２００５），２６０
頁。
４ See, P.E. Johnson＝G.J. Miller＝J.H. Aldrich＝D.
W. Rohde＝C.W. Ostron,Jr., American Govern-
ment ３rd ed .,（１９９４）, S. Smith＝B. Brazier, Con-
stitutional and Administrative Law ８th ed.,
（１９８８）.
５ 西尾，前掲註１，３１頁。
６ 山口二郎「現代日本の政官関係―日本型議院内閣制
における政治と行政を中心に」日本政治学会編『現
代日本の政官関係の形成過程』（岩波書店，１９９５）
１６２頁。
７ 内閣法第１２条。
８ 従来存在していた内閣危機管理官や内閣総理大臣補佐
官に加えて，内閣官房副長官補，内閣情報官，内
閣広報官が新設された。
９ 支配体制内部の制度中で片付けるにはあまりに巨大化
してしまった住専問題，エイズ対策をめぐる厚生
省と老人福祉行政を食い物にする企業の癒着問題
等，重畳的に明るみに出た「霞が関」の不始末は，
いまあらためて行政改革が不可避であることを強
く市民に印象づけた。参照，奥平康弘『憲法の眼』
１
１
１
１
１
１
１
１
１―２悠々社（１９９８），４頁。これをうけて，橋本内閣行
政改革会議最終答申は，「肥大化・硬直化し，制度
疲労のおびただしい戦後型行政システムを根本的
に改め，自由かつ公正な社会を形成し，そのため
の重要な国家機能を有効かつ適切に遂行するにふ
さわしい，簡素にして効率的かつ透明な政府を実
現すること」を明確に目的として設定している。
０ 北沢栄『官僚社会主義・日本を食い物にする自己増殖
システム』朝日選書（２００２），１４頁。
１ 省庁を再編して数こそ減らしたが，行革本来の目的で
ある「行政の簡素化」に逆行する国土交通省や総
務省といった超マンモス官庁を誕生させた点が，
このような「後退」要因として評価される。北沢，
同上１５頁参照。
２ 同上，１４頁参照。
３ 中央省庁の整理統合を柱とする１９９９年行政改革を主導
した首相の諮問機関「行政改革会議」に憲法研究
者の立場から参加し，企画・制度問題小委員会の
主査として改革の基本構想を提示したのが，佐藤
幸治であった。冷戦の終焉，グローバル化の展開
により大きく変化した日本の環境をめぐり，高度
成長期には顕在化しなかった課題，具体的には，
多様な価値観や政策目的間の対立・矛盾を基本的
な国政の下で的確かつ積極的に調整するという課
題の重要性が認識されるに至ったと佐藤は主張す
る。内外の著しい環境変化により，国家の統治能
力の質的向上が要請される一方で，この半世紀の
日本国憲法下の統治構造がかような環境変化への
適応能力を欠いていることを佐藤は指摘する。と
りわけ，９０年代の社会経済的困難状況におい
て，１９９５年１月に発生した阪神・淡路大震災で明
らかになった危機管理体制の貧弱さは，従来の行
政各部の行政観，行政事務の各省庁による分担管
理原則に深刻な反省を迫るものであったという。
佐藤幸治『日本国憲法と「法の支配」』（有斐
閣，２００２）２３３頁。
４ 横田耕一・高見勝利編『ブリッジブック憲法』信山社
（２００２），９３頁。
５ このような観点から，「現代行政国家」を積極的にと
らえ，執行権の優位を主張するものとして，H. Pe-
ters, Die Gewaltentrennung in Moderner Sicht
（１９５４）.
６ 参照，上田健介「イギリス内閣制度と首相・首相の権
限と政府の 連 帯 責 任」法 学 論 叢１４７巻４号
（２０００），１２２頁。
７ Montesuquieu, De l, Esprit des Lois, R. Derathe
ed. Tom. I, at.１６９.
８ Montesquieu, supra note１７, at.１６７.６５―
「権力分立原理の受容と展開」１９ J. Locke, Two Treaties of Civil Government（１６９０）.
２０ J. Harrington, The Commonwealth of Oceana
（１６５６）.
２１ A. Sidney, Discourses concerning Government
（１６９８）.
２２ J. Swift, A Discourse of the Contents and Dissen-
tions between the Nobles and Commons in Ath-
ens and Rome（１７０１）.
２３ 大石眞『立憲君主制』信山社（１９９６），５３頁。
２４ モンテスキューによって定式化された権力分立モデル
は，ローマ法の影響下に法観念が変遷した後の新
たな法観念を前提にして近代的な「法の支配」を
再構成し制度化するための理論を提供しようとす
る１つの試みとして位置づけられる。１２世紀に復
興するローマ法の観念によれば，法は主権者の命
令であり，人の制定するものであって，もはや人
の意思の外に客観的に存在するものではない。し
たがって，ローマ法の枠組においては，法はもは
やその制定者たる主権者を拘束することはでき
ず，また，内容的な正しさの保証ももちえず，中
世的な「法の支配」は崩壊する。かかる要請に応
えようとしたのが近代自然法理論であり，人が人
為的に制定する実定法は客観的に存在する正義と
して自然法の下位に位置づけようとされた。しか
し，実定法が常に自然法に一致している保証はな
く，主権者が自ら制定した法に常に従う保証も存
しない。そこで，権力の行使があらかじめ存在す
る法に従ってなされること，かつ，あらかじめ制
定される法の正しさを保証すること，により「法
の支配」を実現しようとして構想されたのが権力
分立論であるとされる。高橋和之『国民内閣制の
理念と運用』（有斐閣，１９９４）３１０～３１１頁。
２５ 参照，野村敬三『権力分立に関する論攷』（法律文化
社，１９７６）。
２６ 阪本昌成「議院内閣制における執政・行政・業務」佐
藤幸治，初宿正典，大石眞編『憲法５０年の展望』
（有斐閣，１９９８），２２１～２２２頁。
２７ 具体的には，２院が「別々に会議と審議をもち」，「制
定する権能」を行使した後，君主が「阻止する権
能」によって従たる関与をなす。阪本，同上，２２２
頁。
２８ 高見勝利「「権力分立」論の成立とその展開」公法研
究第５７号（１９９５），１０頁。
２９ 穂積八束『憲法提要（上）・第３版』（有斐閣，１９１１），１２９
頁。
３０ 同上，１０７頁。
３１ 同上，１２９頁。
３２ 清宮四郎『憲法・第３版』（有斐閣，１９５０），８９頁。―２３３ 高見勝利「日本―権力分立論の展開」比較法研究５２
号（１９９０）８７頁。
３４ 山口二郎「国会・行政関係のこれから」ジュリスト１１６１
号（１９９９），８７頁。
３５ 山口二郎『イギリスの政治・日本の政治』（ちくま書
房，１９９９），６１～６２頁。
３６ 山口二郎，前掲註６，１６２頁。
３７ 阪本，前掲註２６，２２４頁。
３８ 民主的権力集中制に立脚して人民代表議会をもって最
高国家権力機関とする従来の典型的な社会主義国
の憲法と同じ趣旨ではないことは明らかである。
３９ 清水睦「国会」現代憲法講座（上）（日本評論社，１９８５）
１０３頁。
４０ 松井茂記『日本国憲法』（有斐閣，１９９９），１５８頁。
４１ 奥平康弘・杉原泰雄『憲法演習教室』（有斐閣，１９８７），１７６
頁。
４２ 同上。
４３ 辻村みよ子『憲法・第２版』（日本評論社，２００４），４１３
頁。
４４ 辻村は，このような立場を「最高責任機関説」と呼称
する。国政調査権の性格に関して，従来の統括機
関説，政治的美称説から必然的帰結となっていた
独立権能説，補助的権能説の回避，克服が実現さ
れる点に，この立場のメリットが見出される。「人
民主権」の行使のための政治責任追及機能を実現
する機関として国会を捉えることが可能となる点
において，この立場はすぐれた実質をもつ。辻村，
前掲註４３，４１３～４１４頁。
４５ 行政法学において積極的に行政権の意味内容を定義し
ようと試みた田中二郎の学説は，憲法学の議論に
おいても引用されることが多い。「法のもとに法の
規制を受けながら，現実具体的に国家目的の積極
的実現をめざして行われる全体として統一性をも
った継続的な形成的国家活動」，立法により「定立
された法を執行し具体化し，又は法のもとに現実
具体的に国家目的を実現することを目的とする作
用」，と定義してみせた。田中二郎『新版行政法・
上巻（全訂第２版）』（弘文堂，１９７４），５頁。しか
し，このような積極的定義が，憲法の構造をふま
えた６５条の解釈としてはなお一般的・抽象的なも
のにとどまるものであることは否定できるもので
はなく，結局は消極説と同じ機能を果たす可能性
が大きいものであった。参照，山内敏弘編『新現
代憲法入門』（法律文化社，２００４），３０１頁。しかし，
田中によるこの積極説も，一般統治権の作用から
立法と司法が分化したあとに残った作用が広く行
政と呼ばれるようになり，そこには広範かつ雑多
な作用を含まれるとされているように，控除説の６６―
麻 生 多 聞基礎をなす認識が否定されていないことには注意
が必要である。田中，前掲書，２頁。
４６ 阪本，前掲註２６，２３９～２４０頁。
４７ 阪本昌成『憲法１―国制クラシック・第２版』（有信
堂，２００４），１９４～１９６頁。
４８ 阪本，前掲註２６，２０９～２１１頁。
４９ 浦田一郎「緊急権の根拠と執行権の観念」杉原泰雄ほ
か編『平和と国際協調の憲法学』（勁草書房
１９９０），２６４頁。
５０ 高橋和之「立法・行政・司法の観念の再検討」ジュリ
スト１１３３号（１９９８），４４頁。
５１ 同上，４５頁。
５２ たとえば，毛利透「行政概念についての若干の考察」
ジュリスト１２２２号（２００２）。
５３ 赤坂正浩「内閣機能の強化と首相公選論」赤坂正浩ほ
か編『ファーストステップ憲法』（有斐閣，２００５），２５９
頁。―２５４ 山 内 敏 弘 編『新 現 代 憲 法 入 門』（法 律 文 化
社，２００４），３０９頁。
５５ 長谷部恭男「議院内閣制をめぐって・首相公選制の是
非」浦部法穂ほか編『いま，憲法学を問う』（日本
評論社，２００１），１２２頁。
５６ 首相公選制を導入したイスラエルでは，議会内の政党
が政策を集約したりリーダーを提示したりする役
割を喪失してしまったため，国政全体を方向づけ
る動機を失い，それぞれ特殊な利益集団の目標実
現に専念するような団体に変容してしまった。そ
のため，首相を補佐する実効的な議会多数派が存
在せず，バラク政権は内外でも極めて困難な政治
運営を迫られてきた。
５７ 長谷部，前掲註５５，１２２頁。
５８「首相公選論をめぐる論点」ジュリスト１２０５号
（２００１），１７頁。
５９ 長谷部，前掲註５５，１２５～１２６頁。６７―
While economic remedies is necessary, Japan’s government has delivered little reform that represents no
change for the implacable resistance of bureaucracy and the Liberal Democratic Party (LDP). Prime Minister
Junichiro Koizumi’s actual achievements have fallen far short of his original goals. On the assumption of par-
liamentary democracy, such lack of progress for a prime minister bent on reform is paradoxical. The combi-
nation of sincere reform intentions plus limited outcomes can only be understood against the background of Ja-
pan’s unique structure of policy-making. This article examines the mismatch between prime minister’s policy
intentions and his policy delivery.
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